
一部負担金払戻金 加入者が保険診療を受けた場合の一部負担金に対して、その負担を軽減
することを目的とする給付

退職者給付拠出金 退職者医療制度にかかるもので、給付率が低下することを緩和する等の
趣旨から医療保険者としての負担分を拠出金として社会保険診療報酬支
払基金に納付している。医療制度改正により退職者医療制度は廃止され
ることとなり、平成20年度から原則として退職者医療制度適用者は前期
高齢者医療制度へ移行するが、経過措置が設けられたための拠出金であ
る。

前期高齢者納付金 65歳以上75歳未満の人はその多くが国民健康保険に加入しており、保険
者間で医療費の負担に不均衡が生じているため、その調整を行う制度と
して、前期高齢者医療制度が創設された。調整財源となる納付金は、社
会保険診療報酬支払基金に納付している。

後期高齢者支援金 医療制度改正により75歳以上の人は後期高齢者医療制度が適用となり、
現役世代の支援として私学事業団は支援金を社会保険診療報酬支払基金
に納付している。

病床転換支援金 医療制度改正により、医療・介護療養病床を老人保健施設等へ転換する
こととされ、その事業を支援するため私学事業団は支援金を社会保険診
療報酬支払基金に納付している。

レセプト内容審査費 医療費の過払いを抑制する目的として実施する審査機関へのレセプト
（診療報酬明細書）の内容審査費用

介護納付金 私学共済制度の加入者または被扶養者である、介護保険の第２号被保険
者の負担部分を介護掛金として徴収し、社会保険診療報酬支払基金に介
護給付費納付金として納付している。

出産育児交付金収入 健康保険法等の改正により後期高齢者医療制度から出産育児一時金の費
用の一部を支援する仕組みとなり社会保険診療報酬支払基金より交付さ
れる。

高齢者医療運営円滑
化等補助金収益

被用者保険による後期高齢者支援金等の拠出金負担の軽減を目的に、国
から短期勘定に交付される補助金。

厚生年金勘定
貸 借 対 照 表
（令和７年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産
現金及び預金 330584353857
有価証券 159800000000
未収入金 47204011684
掛金等振替未収入金 671121830
立替金 227721
未収収益 358844855592
１年以内回収長期貸付金 9031000000


流動資産合計 906135570684

Ⅱ 固定資産
１ 投資その他の資産
長期性預金 4297379244211
投資不動産 16081128861
長期貸付金 61816000000


投資その他の資産合計 4375276373072


固定資産合計 4375276373072


資産合計 5281411943756
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Ⅵ キャッシュ・フロー計算書に関する事項
資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 93438857141円
定期預金  91200000000円

                                   

資金期末残高 2238857141円
Ⅶ 重要な債務負担行為

該当する事項はありません。
Ⅷ 重要な後発事象

該当する事項はありません。

Ⅴ 損益計算書に関する事項
前期損益修正の内容
前期損益修正損として、任継掛金還付等により46769826円を計上し、前期損益修正益として、
過年度分の過払い給付金の回収等により30683145円を計上しております。

Ⅲ 貸借対照表に関する事項
１．金融商品関係
ア．金融商品の状況に関する事項
 金融商品に対する取組方針
短期給付等に必要な流動性を確保しつつ、資金運用は安全かつ効率的に行うこととしてお
ります。
 金融商品の内容及びそのリスクと管理体制
金融商品のうち、流動性を確保するための現金、預金及び有価証券（譲渡性預金）は信用
リスクを内包しております。また、債権である未収入金は、信用リスクを内包しております。
債務である未払金は、１年以内の支払期日であり、流動性リスクを内包しております。これ
ら運用資産等のリスクについては、関係法令等に基づき適切に管理しております。

イ．金融商品の時価等に関する事項
期末日における現金は注記を省略しており、預金、有価証券（譲渡性預金）、未収入金、未

払金は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており
ます。

Ⅳ 行政コスト計算書に関する事項
業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 381781089765円
自己収入等  353824775320円
法令に基づく引当金  15757356753円

                                   

業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 12198957692円
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